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べ 168 名である。このうち、平成 26 年度に取得したデータは 86 名、平成 27 年度に取得した
データは 82 名である。 
（2）調査の実施 
調査にあたっては、幼児期の教育において意識されている指導内容を捉えるために、調査対象
者の属性に関する質問及び 12 項⽬（平成 26 年度）または 27 項⽬（平成 27 年度）の幼児期の
⼦どもに必要な教育観、⽣活の⾃⽴、運動・健康指導に関する質問からなる調査紙を作成する
（表 1）。回答は、「⼩学校以降の⼦どもの適応的な発達を促すために、幼児期の教育におい







































調査は 26 年度、27 年度の 2 回にわたって⾏われたため、以下の結果および考察について
は、それぞれの年度において得られたデータをもとに分析した結果を記載する。 
（1）勤務校種による幼児期に必要な教育観の差異について（平成 26 年度） 
 幼保・⼩・中・⾼校の教員 86 名（男性 26 名、⼥性 59 名、不明 1 名）から回答が得られ
た。回答者の勤務校種の分布は、保育所・幼稚園が 13 名（15.1%）、⼩学校が 37 名
（43.0%︓低学年 27 名（31.4%）、⾼学年 10 名（11.6%））、中学校が 14 名
（16.3%）、⾼校は 17 名（19.8%）、不明が 5 名（5.8%）であった。保育⼠・教育歴の平均
は 18.1 年であり、最⼤値は 33 年、最⼩値は 4 年であった。 







表 2 質問項⽬毎及び因⼦分析による合成変数の M、SD 
 
 











































続いて、以下の分析は、平成 27 年度に得られたデータによるものである。 
平成 27 年度については、⼩・中・⾼校の教員 82 名から回答が得られた。回答者の性別分布
は、男性が 13 名（15.9%）、⼥性が 69 名（84.1%）であった。回答者の勤務校種の分布は、
保育所が 31 名（37.8%）、幼稚園が 35 名（42.7%）、⼩学校が 14 名（17.1%）、中学校が













 それぞれの質問項⽬について、「とても必要」を 4、「必要」を 3、「あまり必要ではない」
を 2、「必要ではない」を 1 とする 4 件法で回答を求めた結果、それぞれの平均値は＜13＞で
は 3.62、＜14＞では 2.65、＜15＞では 3.84、＜16＞では 3.64、＜17＞では 3.83、＜18＞
では 3.33 であり、いずれも 2.5 以上である。回答結果の集計にあたっては、「とても必要」を











群）の 2 群に分け、t 検定を⾏う。その結果、2 群間で有意差がみられたのは、「Q15 ⾐服の
着脱が⼀⼈で出来る」のみであり、その他の質問項⽬に対する回答では 2 群間に有意差はみられ
なかった。有意差がみられた「Q15 ⾐服の着脱が⼀⼈で出来る」（t(16.571）=2.149)で























（4）平成 27 年度の調査全体の分析 














（F(3,78)=9.39, p<.01）、項⽬ 11（F(3,77)=2.87, p<.05）、項⽬ 12（F(3,78)=5.49, 
p<.01）、項⽬ 15（F(3,78)=5.78, p<.01）、項⽬ 16（F(3,78)=6.72, p<.01）、項⽬ 17
（F(3,78)=4.56, p<.01）、項⽬ 18（F(3,78)=3.42, p<.05）、項⽬ 19（F(3,77)=2.76, 










意差がみられ、項⽬ 18 については「保育所」と「幼稚園」で有意差が⾒られた。 




























<1> 外で⾝体を動かして遊ぶ。 80 2 0 0 3.98 
<2> 草花，⽣き物など，⾃然と親しむ。 75 7 0 0 3.91 
<3> 英会話を習う。 0 18 53 11 2.09 
<4> 絵本の読み聞かせを⾏う。 74 8 0 0 3.90 
<5> 平仮名の書き⽅を教える。 8 30 42 2 2.54 
<6> 絵を描く機会を与える。 56 26 0 0 3.68 
<7> 歌を歌う機会を与える。 65 17 0 0 3.79 
<8> ⼀定時間きちんと席に着いていられるように訓練する。 27 45 10 0 3.21 
<9> ⼿の届くところに触りたいものがあっても我慢させるなど，
敢えて我慢する機会を設けて指導する。 10 49 20 2 2.83 
<10> 出来る限り⼤⼈(保育者や親)が指⽰を出さないような関わり
⽅をする。 14 59 7 0 3.09 
<11> ⼦どもの考えを反映させることができる機会を設ける。 55 26 0 0 3.68 
<12> 友だちとのトラブルを経験する。 62 20 0 0 3.76 
<13> ⾷具等を正しく使って⾷べることができる。 50 32 0 0 3.62 
<14> お腹が空いたら、⾷べたいものを⾃分で⽤意できる。 3 47 27 2 2.65 
<15> ⾐服の着脱が⼀⼈で出来る。 70 11 1 0 3.84 
<16> 気温や天候に合わせて、⾐服の着脱が⾃分で出来る。 55 25 2 0 3.65 
<17> 遊んだ後の⽚付けができる。 68 14 0 0 3.83 
<18> ⾝の回りの空間等を⾃分が⼼地よい状態にできる。 33 43 6 0 3.33 
<19> とび箱で開脚とびができる。 1 27 48 5 2.30 
<20> 鉄棒で逆上がりができる。 1 36 42 3 2.43 
<21> ⽤具、遊具を⽤いて、あるいは⽤具なしで、様々な動きがで
きる。 33 46 3 0 3.37 
<22> 遊具での順番待ちをすることができる。 60 22 0 0 3.73 
<23> 仲間と協⼒して運動⽤具を準備することができる。 45 35 2 0 3.52 
<24> ⻤遊びやスポーツのルールを理解して、ゲームすることがで
きる。 53 29 0 0 3.65 
<25> 遊びに没頭する。 67 14 1 0 3.80 
<26> 屋外での集合の際、きちんと整列できるように訓練する。 23 53 5 0 3.22 
<27> 椅⼦に座る姿勢を良くするように指導する。 26 54 1 0 3.31 
 
 





図３．勤務校種ごとの項⽬ 19〜27 の平均値 
 
4．まとめ 
全体としては、幼児教育に対して、⼩学校⼊学準備を求める意識は、幼児期における基本的な
活動を認める意識と⽐較して、低い。しかし、勤務校種の学年があがるほど、また、教育歴が⻑
くなるほど、幼児教育に対して、⼼⾝ともにのびのびと主体性を持って活動を⾏うことよりも、
むしろ、⼩学校⼊学に向けての準備の必要性をより⾼く認識している傾向がみられる。校種が上
がるにつれ、その場における教育の難しさの⼀因を、そこに⾄るまでの教育において⼦どもに必
要な⼒が⾝についていないことに求める傾向がみられることと関連しているだろう。また、教育
歴が⻑い者ほど、幼児教育に⼊学準備の必要性を強く認識することは、「⼦どもが変わった」と
いう意識と連動して⽣じているのかもしれない。 
また、⽣活の⾃⽴に関する保育者・教員の意識は⼀定の⾼さを持つものの、⾏動を伴う⼼的な
⾃⽴に⽐べ、⾝辺⽣活の基本的な⾃⽴の⽅がより「必要である」と考えられている。さらに、そ
の傾向は保育者と⼩学校以上の教員間での違いは認められない。このことは、幼児期の⼦どもの
⽣活の⾃⽴についての意識において、勤務校種に関わらず「⾝辺⽣活の⾃⽴」に重きが置かれて
いることを意味している。この結果から、勤務校種を問わず、保育者・教員による幼児期の発達
段階の理解がなされているとの⾒⽅ができよう。しかし、この点について、さらに詳細に校種を
細分化してみてみると、幼い幼児を対象とする保育者の⽅が、より⾼い年齢の⼦どもを対象とす
る中学校教諭よりも、幼児期の⼦どもの⽣活⾃⽴について必要性を感じていることが明らかにな
った。その傾向は特に「⾐」「住」に現れており、中学校教員が幼児期の⼦どもの「⾐」「住」
の⾃⽴に対する認識がより低いことが明らかになった。このことから、⽐較的年齢の⾼い⼦ども
とかかわる教員においては、⼗分な幼児理解や⽣活の重要性への理解がなされていないことが⽰
唆される。また、「⾐」「住」の⾏動を伴う⼼的な⾃⽴（＜16＞＜18＞）については、幼稚園
教諭の⽅が保育⼠よりもより必要性を感じているとの結果も⼤変興味深い。 
さらに、運動・健康⾯に関する保育者・教員の意識については、技能ならびに社会的⾏動規範
については必要性が⾼く認識されているものの、「開脚とび」「逆上がり」といった技能⾯の具
体的な技の習得に関する必要性は、他の質問項⽬に⽐較して低く認識されていた。また、動きの
習得という技能に関する指導内容よりも、社会的⾏動規範に関する指導内容に関する必要性が⾼
く認識されていた。また、「遊びへの没頭」という情意⾯も⾼く認識されていた。運動・健康の
視点から幼児期の教育への意識を問われると、技能よりも社会規範や情意に重きを置く保育者・
教員の意識が伺える。 
さらに、回答者の勤務校種及び保育・教育歴との関連について分析を⾏った結果から、勤務校
種による差異はみられるものの、保育・教育歴との関連はみられないことが明らかになった。先
にも述べたように、勤務校種については、特に⽣活の⾃⽴に関する意識の差異が多く認められ
た。また、「＜5＞平仮名の書き⽅を教える」のように、⼩学校以降での学びに直結するものに
ついては、保育⼠・幼稚園教諭よりも⼩学校・中学校教諭においてその必要性の認識が⾼く、
「＜12＞友だちとのトラブルを経験する」「＜23＞仲間と協⼒して運動⽤具を準備することが
できる」については、特に幼稚園教諭においてその必要性の認識が⾼い。このことは、勤務校種
によって、幼児期の⼦どもに対する認識に違いがあることを意味している。⼀⽅、保育・教員歴
と各質問項⽬に対する必要性の認識には関連がなく、保育・教育経験が幼児期に必要な教育内容
や⽣活の⾃⽴、運動・健康⾯に対する意識には影響を与えないことが明らかになった。このこと
から、幼児期の⼦どもに必要な教育内容、⽣活の⾃⽴、運動・健康⾯に対する意識に対しては、
勤務校種が影響を与えるものの、保育・教育歴は影響せず、経験による意識の変化は⽣じないこ
とが⽰唆された。 
以上の結果は、調査対象者の「意識」に関するものである。今後は、その「意識」がどのよう
に「かかわりや指導」と結びつき、幼児期の⼦どもたちの育ちを⽀えているのか、より詳細な検
討が必要であると考えられる。 
